
「事業承継セミナー 後継者編」  

・日時:２０１７年７月２７日（木）、１５：３０～１７：００   

・会場:パートナーズ PLAZA       ・会費:無料 

・講師: 土田正憲（中小企業診断士、コアコンサルティング) 

大切な会社をスムーズに後継者様へ承継する為に・・・。 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 武田、小林 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ http://www.3d-m.jp/n_contents/stopform.html からお願いします。

 

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

＜税 務＞  

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ワンポイント 通信 

 

第３６８号 ２０１７年７月１５日発行

E-mail pro@3d-m.jp  Web http://www.3d-m.jp/ 

TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820 

 

帳簿が 

電子保存できます！ 

 

帳簿とは、総勘定元帳・仕訳帳・現金出納帳・売掛金元帳・買掛金元帳・固定資産台帳・売上帳・仕入帳等をいいます。

事前に申請書を所轄税務署に提出すると国税関係帳簿書類を電子保存することができます。

申請書について　電子帳簿保存を始めようとする３ケ月前の日までに、所轄税務署に申請書を提出します。「国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請」添付書類・帳簿の作成等を行う電子計算機処理システムの概要を記載した書類・帳簿の作成等を行う電子計算機処理に関する事務手続きの概要を明らかにした書類（事務手続きを他の者に委託している場合には、その委託契約書の写し）・申請書の記載事項を補完や参考となる書類

帳簿の電子データ保存する場合の要件があります。①帳簿に係る電子計算機処理に、次の要件を満たす電子計算機処理システムを使用すること。  (1)帳簿に係る電磁的記録に係る記録事項について訂正又は削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認することができること  (2)帳簿に係る記録事項の入力をその業務の処理に係る通常の期間を経過した後に行った場合には、その事実を確認することができること②帳簿に係る電磁的記録の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項とその間において、相互にその関連性を確認できるようにしておくこと。③帳簿に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム関係書類等（システム概要書、システム仕様書、操作説明書、事務処理マニュアル等の備え付けを行うこと。④帳簿に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録の電子計算機処理の用に供することができる電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、その電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力できるようにしておくこと⑤帳簿にかかる電磁的記録について、次の要件を満たす検索機能を確保しておくこと  (1)取引年月日、勘定科目、取引金額その他のその帳簿の種類に応じた主要な記録項目を検索条件として設定できること  (2)日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定することができること  (3)二つ以上の任意記録項目を組み合わせて条件を設定できること

http://www.3d-m.jp/n_contents/kome.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/onepoint_2017.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/q-a.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/fmonepoint.html



